
機密情報及び個人情報の取扱いに関する覚書 
 

 

（以下「甲」という）と、ストレージサービス株式会社（以下

「乙」という）は、甲乙間における全ての業務に関連して、甲から乙に提供され、又は乙が業務遂行上知り得た

機密情報及び個人情報の取扱いに関し、以下のとおり覚書（以下「本覚書」という）を締結する。 

 

第１条（目的） 

本覚書は、甲の機密情報の漏洩、滅失又は毀損を防止し、当該情報を適切に管理・保護することを目的とする。 

第２条（定義） 

本覚書において「機密情報」とは、有形無形を問わず、甲乙間の全ての取引又は業務に関連して、甲から乙に

提供され、又は乙が業務遂行上知り得た一切の情報をいう。また、機密情報には、「個人情報の保護に関する

法律」に定義される個人情報を含むものとする。 

第３条（法令順守） 

乙は、機密情報の重要性を十分認識し、関係法令並びに関係省庁が定める指針、ガイドライン等を遵守しなけ

ればならない。 

第４条（機密保持） 

乙は、機密情報について、善良なる管理者の注意義務をもって厳重に管理し、第三者に開示又は漏洩してはな

らない。 

第５条（目的外利用の禁止） 

乙は、機密情報を本業務の遂行目的の範囲内でのみ利用するものとし、当該目的以外に利用してはならない。 

第６条（安全管理措置） 

乙は、機密情報の漏洩、滅失又は毀損を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じ、機密情報にアク

セスできる者を業務上必要最小限の範囲に限定しなければならない。 

第７条（再委託） 

乙は、機密情報を取り扱う業務について、甲の事前の書面による承諾なく、本業務の全部又は一部を第三者に

再委託してはならない。 

第８条（従業員教育） 

乙は、自己の役員及び従業員に対し、機密情報の取扱いに関する教育及び指導を徹底しなければならない。 

第９条（事故時の報告連絡） 

乙は、機密情報の漏洩、滅失又は毀損、又はそのおそれが生じた場合には、直ちに甲に報告するとともに、甲

の指示に従い、損害の拡大防止及び再発防止に努めなければならない。 

第１０条（損害賠償） 

乙の責めに帰すべき事由により機密情報の漏洩等が発生し、甲に損害が生じた場合、乙は、甲に生じた一切の

損害（第三者からの請求対応費用を含む）を賠償する責任を負うものとする。 

第１１条（有効期間） 

本覚書は、本業務終了後も、当該機密情報が機密性を有する限り、引き続き効力を有するものとする。 

第１２条（誠実協議） 

本覚書に定めのない事項又は本覚書の解釈について疑義が生じた場合には、甲乙誠意をもって協議し解決する

ものとする。 

第１３条（準拠法および合意管轄） 

本覚書は日本法を準拠法とし、本覚書に関して生じた一切の紛争については、大阪地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。 

 

以上、本覚書の締結を証するため、甲乙署名又は記名・捺印のうえ１通を作成し、甲が原本を保管し、乙は写し

を保管する。 

 

 

２０   年   月   日 

（甲） 

 

 

 

 

 

（乙）大阪市北区芝田１丁目１番４号 

  阪急ターミナルビル１６階 

ストレージサービス株式会社 

代表取締役 安藤 正樹 
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